
【表紙】
 

【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長殿

【提出日】 平成27年７月15日提出

【発行者名】 フィデリティ投信株式会社

【代表者の役職氏名】 代表執行役　　ジュディー・マリンスキー

【本店の所在の場所】 東京都港区虎ノ門４丁目３番１号

城山トラストタワー

【事務連絡者氏名】 照沼　加奈子

【電話番号】 03－4560－6000

【届出の対象とした募集

（売出）内国投資信託受益

証券に係るファンドの名

称】

フィデリティ・ターゲット・デート・ファンド（アクティブ）

2050

【届出の対象とした募集

（売出）内国投資信託受益

証券の金額】

①　当初申込期間（平成26年10月15日）

　　１億円を上限とします。

②　継続申込期間（平成26年10月16日から平成27年12月18日まで）

　　２兆円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

　本日、半期報告書を提出致しましたので、平成26年９月29日付をもって提出した有価証券届出書

（以下「原届出書」といいます。）の関係情報を新たな情報により訂正するとともに、その他の情報

について訂正すべき事項がありますのでこれを訂正するため、本訂正届出書を提出するものです。

 

２【訂正の内容】

 

　　　　の部分は訂正部分を示します。
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第一部【証券情報】
　

（４）【発行（売出）価格】

＜訂正前＞

（略）

※１（略）

※２　「計算日」とは、基準価額が算出される日を指し、原則として委託会社の営業日です。

基準価額については、委託会社のフリーコール（0120－00－8051（受付時間：営業日の午前

９時～午後５時））または販売会社に問い合わせることにより知ることができます。

 

＜訂正後＞

（略）

※１（略）

※２　「計算日」とは、基準価額が算出される日を指し、原則として委託会社の営業日です。

基準価額については、委託会社のホームページ（アドレス：

http://www.fidelity.co.jp/fij/）をご参照いただくか、委託会社のフリーコール（0120－00

－8051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時））または販売会社に問い合わせることによ

り知ることができるほか、原則として翌日付の日本経済新聞に「TDFア50」として略称で掲載さ

れます。

 

（５）【申込手数料】

＜訂正前＞

①（略）

②　申込手数料の詳細については、委託会社のフリーコール（0120－00－8051（受付時間：営

業日の午前９時～午後５時））または販売会社までお問い合わせください。

 

＜訂正後＞

①（略）

②　申込手数料の詳細については、委託会社のホームページ（アドレス：

http://www.fidelity.co.jp/fij/）をご参照いただくか、委託会社のフリーコール（0120－

00－8051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時））または販売会社までお問い合わせく

ださい。

 

（６）【申込単位】

＜訂正前＞

①（略）

②　販売会社の申込単位の詳細については、委託会社のフリーコール（0120－00－8051（受付

時間：営業日の午前９時～午後５時））または販売会社までお問い合わせください。

 

＜訂正後＞

①（略）

②　販売会社の申込単位の詳細については、委託会社のホームページ（アドレス：

http://www.fidelity.co.jp/fij/）をご参照いただくか、委託会社のフリーコール（0120－

00－8051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時））または販売会社までお問い合わせく

ださい。
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（８）【申込取扱場所】

＜訂正前＞

（略）

販売会社の詳細については、委託会社のフリーコール（0120－00－8051（受付時間：営業日

の午前９時～午後５時））までお問い合わせください。

 

＜訂正後＞

（略）

販売会社の詳細については、委託会社のホームページ（アドレス：

http://www.fidelity.co.jp/fij/）をご参照いただくか、委託会社のフリーコール（0120－00

－8051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時））までお問い合わせください。

 

（１０）【払込取扱場所】

＜訂正前＞

（略）

販売会社の詳細については、委託会社のフリーコール（0120－00－8051（受付時間：営業日

の午前９時～午後５時））までお問い合わせください。

 

＜訂正後＞

（略）

販売会社の詳細については、委託会社のホームページ（アドレス：

http://www.fidelity.co.jp/fij/）をご参照いただくか、委託会社のフリーコール（0120－00

－8051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時））までお問い合わせください。
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第二部【ファンド情報】
　

第１【ファンドの状況】
　

１【ファンドの性格】

　

（２）【ファンドの沿革】

＜訂正前＞

2014年10月15日　 ファンドの募集開始

2014年10月16日　 信託契約の締結、ファンドの当初設定、ファンドの運用開始（予定）

 

＜訂正後＞

2014年10月15日　 ファンドの募集開始

2014年10月16日　 信託契約の締結、ファンドの当初設定、ファンドの運用開始

 

（３）【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

①（略）

 

②　委託会社およびファンドの関係法人

（略）

(a）～(c）（略）

 

(d）運用の委託先：FILインベストメンツ・インターナショナル（所在地：英国）

（略）

※　FILインベストメンツ・インターナショナルおよびフィデリティ投信株式会社は、FIL

リミテッドの実質的な子会社です。FILリミテッドは、資産運用業界におけるグローバ

ル・リーダーとして、英国、欧州、中近東およびアジア太平洋地域を含む世界20以上の

国や地域で、個人投資家や機関投資家に向け、幅広い資産運用サービスを提供していま

す。

 

③（略）

 

④　委託会社の概況

(a）資本金の額　　　　　金10億円（2014年７月末日現在）

 

(b）（略）

 

(c）大株主の状況

 （2014年７月末日現在）
 

株主名 住所 所有株式数 所有比率

フィデリティ・ジャパ

ン・ホールディングス

株式会社

東京都港区虎ノ門４丁目３番１号

城山トラストタワー
20,000株 100％
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＜訂正後＞

①（略）

 

②　委託会社およびファンドの関係法人

（略）

(a）～(c）（略）

 

(d）運用の委託先：FILインベストメンツ・インターナショナル（所在地：英国）

（略）

※　FILインベストメンツ・インターナショナルおよびフィデリティ投信株式会社は、FIL

リミテッドの実質的な子会社です。FILリミテッドは世界有数の資産運用会社として、ア

ジア太平洋、欧州、ラテンアメリカを含む20以上の国において、投資家向けにさまざま

なアセットクラスを網羅する投資商品や、リタイアメント・ソリューションを提供して

います。

 

③（略）

 

④　委託会社の概況

(a）資本金の額　　　　　金10億円（2015年５月末日現在）

 

(b）（略）

 

(c）大株主の状況

 （2015年５月末日現在）
 

株主名 住所 所有株式数 所有比率

フィデリティ・ジャパ

ン・ホールディングス

株式会社

東京都港区虎ノ門４丁目３番１号

城山トラストタワー
20,000株 100％
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２【投資方針】

　

（２）【投資対象】

＜訂正前＞

①（略）

②　運用の指図範囲等

(a）委託会社（委託会社から運用の委託を受けた者を含みます。）は、信託金を、主として

次の１．から28．に掲げる投資信託証券のほか、次の29．から39．に掲げる有価証券（金

融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除

きます。）に投資することを指図します。

１．～11．（略）

12．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・アグレッシブ・ファンド（ルクセンブルグ

籍証券投資法人）

13．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・グロース・ファンド（ルクセンブルグ籍証

券投資法人）

14．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・ラージャー・カンパニーズ・ファンド（ル

クセンブルグ籍証券投資法人）

15．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・ダイナミック・グロース・ファンド（ルク

センブルグ籍証券投資法人）

16．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・スモーラー・カンパニーズ・ファンド（ル

クセンブルグ籍証券投資法人）

17．フィデリティ・ファンズ－ユナイテッド・キングダム・ファンド（ルクセンブルグ籍

証券投資法人）

18．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・ファンド（ルクセンブルグ籍証券投資法

人）

19．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・ディビデンド・ファンド（ルクセンブルグ

籍証券投資法人）

20．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・バリュー・ファンド（ルクセンブルグ籍証

券投資法人）

21．フィデリティ・ファンズ－アジアン・スペシャル・シチュエーション・ファンド（ル

クセンブルグ籍証券投資法人）

22．フィデリティ・ファンズ－サウス・イースト・アジア・ファンド（ルクセンブルグ籍

証券投資法人）

23．フィデリティ・ファンズ－オーストラリア・ファンド（ルクセンブルグ籍証券投資法

人）

24．フィデリティ・ファンズ－アジア・パシフィック・ディビデンド・ファンド（ルクセ

ンブルグ籍証券投資法人）

25．フィデリティ・ファンズ－アジアン・アグレッシブ・ファンド（ルクセンブルグ籍証

券投資法人）

26．フィデリティ・ファンズ－エマージング・マーケッツ・ファンド（ルクセンブルグ籍

証券投資法人）

27．フィデリティ・ファンズ－インターナショナル・ボンド・ファンド（ルクセンブルグ

籍証券投資法人）

28．フィデリティ・マネー・プール・マザーファンド（国内証券投資信託）

29．国債証券

30．地方債証券

31．特別の法律により法人の発行する債券
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32．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離

型新株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。）

33．短期社債等（社債等の振替に関する法律第66条第１号に規定する短期社債、保険業法

第61条の10第１項に規定する短期社債、資産の流動化に関する法律第２条第８項に規

定する特定短期社債、信用金庫法第54条の４第１項に規定する短期債、農林中央金庫

法第62条の２第１項に規定する短期農林債をいいます。）

34．コマーシャル・ペーパー

35．外国または外国の者の発行する証券または証書で、29．から34．の証券または証書の

性質を有するもの

36．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号で定め

るものをいいます。）

37．投資証券もしくは投資法人債券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第

11号で定めるものをいいます。）

38．外国法人が発行する譲渡性預金証書

39．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行

信託の受益証券に限ります。）

なお、29．から33．までの証券および35．の証券または証書のうち29．から33．までの

証券の性質を有するものならびに37．の証券のうち投資法人債券を以下「公社債」とい

い、36．の証券および37．の証券（「投資法人債券」を除きます。）を以下「投資信託証

券」といいます。公社債にかかる運用の指図は買い現先取引（売戻し条件付の買入れ）お

よび債券貸借取引（現金担保付き債券借入れ）に限り行なうことができるものとします。

(b）（略）

 

③　指定投資信託証券の概要（2014年９月29日現在）

注）下記の記載事項は、当該指定投資信託証券固有の事情により変更される場合があります。

 

（略）

 

ファンド名 フィデリティ・ＵＳエクイティ・インカム・ファンド（適格機関投資家専用）

設定形態 （略）

主な投資対象 （略）

委託会社等 委託会社：フィデリティ投信株式会社

ただし、マザーファンドの運用指図に関する権限は、ピラミス・グローバル・アド

バイザーズ・エルエルシー（米国）に委託します。

投資目的 （略）

主な投資制限 （略）

費用 （略）

申込手数料 （略）

決算日 （略）

分配方針 （略）

 

EDINET提出書類

フィデリティ投信株式会社(E12481)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 8/61



 
ファンド名 フィデリティ・米国優良株・ファンド（適格機関投資家専用）

設定形態 （略）

主な投資対象 （略）

委託会社等 委託会社：フィデリティ投信株式会社

ただし、マザーファンドの運用指図に関する権限は、ピラミス・グローバル・アド

バイザーズ・エルエルシー（米国）に委託します。

投資目的 （略）

主な投資制限 （略）

費用 （略）

申込手数料 （略）

決算日 （略）

分配方針 （略）

 
 
ファンド名 フィデリティ・ファンズ－ユーロ・ブルーチップ・ファンド

英文名 （略）

設定形態 （略）

主な投資対象 （略）

関係法人 （略）

投資目的 （略）

主な投資制限 （略）

費用 （略）

申込手数料 （略）

決算日 （略）

分配方針 （略）

注）（略）
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ファンド名 フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・アグレッシブ・ファンド

英文名 Fidelity Funds-European Aggressive Fund

設定形態 ルクセンブルグ籍証券投資法人（SICAV）／オープンエンド型／ユーロ建て

主な投資対象 欧州の企業の株式を主要な投資対象とします。

関係法人 投資運用会社：FILファンド・マネジメント・リミテッド（バミューダ）

保管受託銀行：ブラウン・ブラザーズ・ハリマン（ルクセンブルグ）

登録および名義書換事務代行会社、管理事務代行会社：FILインベストメント・マ

ネジメント（ルクセンブルグ）・エスエイ

投資目的 主として欧州の企業の株式に投資を行ないます。ファンドは企業規模や業種に捉わ

れることなく投資を行ないます。典型的には、ファンドは限られた数の企業に集中

投資を行なうため、相対的にポートフォリオ分散が低くなる可能性があります。

主な投資制限 ・　ファンドは一時的な場合を除き金銭の借入を行なうことができません。借入総

額は当該ファンドの純資産総額の10％を超えないものとします。

・　ファンドは有価証券の空売りをしてはならないものとします。

・　ファンドは議決権を有する株式を、その保有によって当該発行会社の経営に重

要な影響を与える水準までの保有を行なうことはできません。

費用 管理報酬：1.50％

・　その他の手数料等については、運用状況等により変動しますので事前に料率、

上限額等を表示することができません。

・　その他の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、

表示することができません。

申込手数料 なし

決算日 ４月30日

分配方針 原則として経費控除後の配当収益および利子収益のすべてについて分配を行なう方

針です。

注）管理報酬は1.50％となっていますが、代行手数料相当分である0.75％については、ファンドに割戻

しを行ないます。

 
 
ファンド名 フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・グロース・ファンド

英文名 （略）

設定形態 （略）

主な投資対象 （略）

関係法人 （略）

投資目的 （略）

主な投資制限 （略）

費用 （略）

申込手数料 （略）

決算日 （略）

分配方針 （略）

注）（略）

 

（略）
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ファンド名 フィデリティ・マネー・プール・マザーファンド

設定形態 （略）

主な投資対象 （略）

委託会社等 （略）

投資目的 （略）

主な投資制限 ・　公社債への投資割合には制限を設けません。

・　株式への直接投資は行ないません。

・　外貨建資産への投資割合は、投資信託財産の純資産総額の30％以下とします。

（当該外貨建資産については、為替ヘッジのため外国為替の売買の予約を行な

うことができます。）

・　同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、取得

時において投資信託財産の純資産総額の10％以内とします。

・　投資信託証券への投資割合は、投資信託財産の純資産総額の５％以内としま

す。

費用 信託報酬：なし

投資信託財産に関する租税および信託事務の処理に要する諸費用ならびに受託会社

の立替えた立替金の利息は、受益者の負担とし、投資信託財産中から支弁します。

・　その他の手数料等については、運用状況等により変動しますので事前に料率、

上限額等を表示することができません。

・　その他の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、

表示することができません。

申込手数料 （略）

決算日 （略）

分配方針 （略）

 

＜訂正後＞

①（略）

②　運用の指図範囲等

(a）委託会社（委託会社から運用の委託を受けた者を含みます。）は、信託金を、主として

次の１．から27．に掲げる投資信託証券のほか、次の28．から38．に掲げる有価証券（金

融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除

きます。）に投資することを指図します。

１．～11．（略）

12．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・グロース・ファンド（ルクセンブルグ籍証

券投資法人）

13．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・ラージャー・カンパニーズ・ファンド（ル

クセンブルグ籍証券投資法人）

14．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・ダイナミック・グロース・ファンド（ルク

センブルグ籍証券投資法人）

15．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・スモーラー・カンパニーズ・ファンド（ル

クセンブルグ籍証券投資法人）

16．フィデリティ・ファンズ－ユナイテッド・キングダム・ファンド（ルクセンブルグ籍

証券投資法人）

17．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・ファンド（ルクセンブルグ籍証券投資法

人）

EDINET提出書類

フィデリティ投信株式会社(E12481)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

11/61



18．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・ディビデンド・ファンド（ルクセンブルグ

籍証券投資法人）

19．フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・バリュー・ファンド（ルクセンブルグ籍証

券投資法人）

20．フィデリティ・ファンズ－アジアン・スペシャル・シチュエーション・ファンド（ル

クセンブルグ籍証券投資法人）

21．フィデリティ・ファンズ－サウス・イースト・アジア・ファンド（ルクセンブルグ籍

証券投資法人）

22．フィデリティ・ファンズ－オーストラリア・ファンド（ルクセンブルグ籍証券投資法

人）

23．フィデリティ・ファンズ－アジア・パシフィック・ディビデンド・ファンド（ルクセ

ンブルグ籍証券投資法人）

24．フィデリティ・ファンズ－アジアン・アグレッシブ・ファンド（ルクセンブルグ籍証

券投資法人）

25．フィデリティ・ファンズ－エマージング・マーケッツ・ファンド（ルクセンブルグ籍

証券投資法人）

26．フィデリティ・ファンズ－インターナショナル・ボンド・ファンド（ルクセンブルグ

籍証券投資法人）

27．フィデリティ・マネー・プール・マザーファンド（国内証券投資信託）

28．国債証券

29．地方債証券

30．特別の法律により法人の発行する債券

31．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離

型新株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。）

32．短期社債等（社債等の振替に関する法律第66条第１号に規定する短期社債、保険業法

第61条の10第１項に規定する短期社債、資産の流動化に関する法律第２条第８項に規

定する特定短期社債、信用金庫法第54条の４第１項に規定する短期債、農林中央金庫

法第62条の２第１項に規定する短期農林債をいいます。）

33．コマーシャル・ペーパー

34．外国または外国の者の発行する証券または証書で、28．から33．の証券または証書の

性質を有するもの

35．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号で定め

るものをいいます。）

36．投資証券もしくは投資法人債券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第

11号で定めるものをいいます。）

37．外国法人が発行する譲渡性預金証書

38．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行

信託の受益証券に限ります。）

なお、28．から32．までの証券および34．の証券または証書のうち28．から32．までの

証券の性質を有するものならびに36．の証券のうち投資法人債券を以下「公社債」とい

い、35．の証券および36．の証券（「投資法人債券」を除きます。）を以下「投資信託証

券」といいます。公社債にかかる運用の指図は買い現先取引（売戻し条件付の買入れ）お

よび債券貸借取引（現金担保付き債券借入れ）に限り行なうことができるものとします。

(b）（略）
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③　指定投資信託証券の概要（2015年７月15日現在）

注）下記の記載事項は、当該指定投資信託証券固有の事情により変更される場合があります。

下記の投資対象ファンドは、指定投資信託証券から除外される場合や、新たに追加される

場合があります。

 

（略）

 

ファンド名 フィデリティ・ＵＳエクイティ・インカム・ファンド（適格機関投資家専用）

設定形態 （略）

主な投資対象 （略）

委託会社等 委託会社：フィデリティ投信株式会社

ただし、マザーファンドの運用指図に関する権限は、ピラミス・グローバル・アド

バイザーズ・エルエルシー
※
（米国）に委託します。

投資目的 （略）

主な投資制限 （略）

費用 （略）

申込手数料 （略）

決算日 （略）

分配方針 （略）

※ピラミス・グローバル・アドバイザーズ・エルエルシーは、米国を本拠地とするFMR LLCの子会社で

す。

 
 
ファンド名 フィデリティ・米国優良株・ファンド（適格機関投資家専用）

設定形態 （略）

主な投資対象 （略）

委託会社等 委託会社：フィデリティ投信株式会社

ただし、マザーファンドの運用指図に関する権限は、ピラミス・グローバル・アド

バイザーズ・エルエルシー
※
（米国）に委託します。

投資目的 （略）

主な投資制限 （略）

費用 （略）

申込手数料 （略）

決算日 （略）

分配方針 （略）

※ピラミス・グローバル・アドバイザーズ・エルエルシーは、米国を本拠地とするFMR LLCの子会社で

す。
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ファンド名 フィデリティ・ファンズ－ユーロ・ブルーチップ・ファンド

英文名 （略）

設定形態 （略）

主な投資対象 （略）

関係法人 （略）

投資目的 （略）

主な投資制限 （略）

費用 （略）

申込手数料 （略）

決算日 （略）

分配方針 （略）

注）（略）

 
 
ファンド名 フィデリティ・ファンズ－ヨーロピアン・グロース・ファンド

英文名 （略）

設定形態 （略）

主な投資対象 （略）

関係法人 （略）

投資目的 （略）

主な投資制限 （略）

費用 （略）

申込手数料 （略）

決算日 （略）

分配方針 （略）

注）（略）

 

（略）
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ファンド名 フィデリティ・マネー・プール・マザーファンド

設定形態 （略）

主な投資対象 （略）

委託会社等 （略）

投資目的 （略）

主な投資制限 ・　公社債への投資割合には制限を設けません。

・　株式への直接投資は行ないません。

・　外貨建資産への投資割合は、投資信託財産の純資産総額の30％以下とします。

（当該外貨建資産については、為替ヘッジのため外国為替の売買の予約を行な

うことができます。）

・　同一銘柄の株式への投資割合は、投資信託財産の純資産総額の５％以内としま

す。

・　同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、取得

時において投資信託財産の純資産総額の10％以内とします。

・　投資信託証券への投資割合は、投資信託財産の純資産総額の５％以内としま

す。

費用 信託報酬：なし

投資信託財産に関する租税および信託事務の処理に要する諸費用（この信託の監査

人、法律顧問および税務顧問に対する報酬および費用を含みます。）ならびに受託

会社の立替えた立替金の利息は、受益者の負担とし、投資信託財産中から支弁しま

す。

・　その他の手数料等については、運用状況等により変動しますので事前に料率、

上限額等を表示することができません。

・　その他の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、

表示することができません。

申込手数料 （略）

決算日 （略）

分配方針 （略）

 

（５）【投資制限】

＜訂正前＞

＜ファンドの投資信託約款に基づく投資制限＞

（略）

＜投資信託及び投資法人に関する法律および関係法令に基づく投資制限＞

①　委託会社は、運用財産に関し、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の

指標に係る変動その他の理由により発生し得る危険に対応する額としてあらかじめ金融商

品取引業者等が定めた合理的な方法により算出した額が当該運用財産の純資産額を超える

こととなる場合において、デリバティブ取引（新株予約権証券またはオプションを表示す

る証券もしくは証書に係る取引および選択権付債券売買を含む。）を行なうこと、または

継続することを内容とした運用を行なうことを受託会社に指図してはなりません。

②（略）

 

＜訂正後＞

＜ファンドの投資信託約款に基づく投資制限＞

（略）

＜投資信託及び投資法人に関する法律および関係法令に基づく投資制限＞
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①　委託会社は、運用財産に関し、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の

指標に係る変動その他の理由により発生し得る危険に対応する額としてあらかじめ金融商

品取引業者等が定めた合理的な方法により算出した額が当該運用財産の純資産額を超える

こととなる場合において、デリバティブ取引等（新株予約権証券またはオプションを表示

する証券もしくは証書に係る取引および選択権付債券売買を含む。）を行なうこと、また

は継続することを内容とした運用を行なうことを受託会社に指図してはなりません。

②（略）
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３【投資リスク】

 

＜訂正前＞

(1）～(3）（略）

 

＜訂正後＞

(1）～(3）（略）
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４【手数料等及び税金】

　

（１）【申込手数料】

＜訂正前＞

①　ファンドの申込手数料は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１口

当たり１円）に3.24％
＊
（税抜 3.00％）を上限として販売会社が別途定める手数料率を乗じ

て得た額とします。

＊（略）

※（略）

※（略）

②　申込手数料の詳細については、委託会社のフリーコール（0120－00－8051（受付時間：営

業日の午前９時～午後５時））または販売会社までお問い合わせください。

 

＜訂正後＞

①　ファンドの申込手数料は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１口

当たり１円）に3.24％
＊
（税抜 3.00％）を上限として販売会社が別途定める手数料率を乗じ

て得た額とします。

　申込手数料は、商品及び関連する投資環境の説明・情報提供、事務手続き等の対価とし

て、申込時に販売会社にお支払いいただきます。

＊（略）

※（略）

※（略）

②　申込手数料の詳細については、委託会社のホームページ（アドレス：

http://www.fidelity.co.jp/fij/）をご参照いただくか、委託会社のフリーコール（0120－

00－8051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時））または販売会社までお問い合わせく

ださい。

 

（３）【信託報酬等】

＜訂正前＞

①（略）

 

②　上記①の信託報酬は、毎計算期の最初の６ヵ月終了日（当該日が休業日の場合は翌営業

日）および毎計算期末または信託終了のときに投資信託財産中から支弁するものとし、委託

会社、販売会社および受託会社との間の配分は以下の通りに定めます。
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（年率）

 

計算期間

運用管理費用（信託報酬）
投資対象

ファンドの

信託報酬
＊１

実質的な

信託報酬

概算値

（税込）
＊２

合計

内訳

委託会社 販売会社 受託会社

第１期

～

第16期

0.74088％

（税抜

0.686％）

0.0756％

（税抜

0.07％）

0.648％

（税抜

0.60％）

0.01728％

（税抜

0.016％）

0.68％

～

0.82％

1.42％

～

1.56％

第17期

～

第31期

0.63288％

（税抜

0.586％）

0.0756％

（税抜

0.07％）

0.54％

（税抜

0.50％）

0.01728％

（税抜

0.016％）

0.50％

～

0.74％

1.14％

～

1.38％

第32期

～

第35期

0.41688％

（税抜

0.386％）

0.0756％

（税抜

0.07％）

0.324％

（税抜

0.30％）

0.01728％

（税抜

0.016％）

0.26％

～

0.56％

0.68％

～

0.98％

第36期

以降

0.20088％

（税抜

0.186％）

0.0756％

（税抜

0.07％）

0.108％

（税抜

0.10％）

0.01728％

（税抜

0.016％）

0.00％

～

0.32％

0.20％

～

0.52％

税法が改正された場合、上記数値が変更になることがあります。

＊１　（略）

＊２　（略）

 

③（略）

 

※（略）

 

＜訂正後＞

①（略）

 

②　上記①の信託報酬は、毎計算期の最初の６ヵ月終了日（当該日が休業日の場合は翌営業

日）および毎計算期末または信託終了のときに投資信託財産中から支弁するものとし、委託

会社、販売会社および受託会社との間の配分は以下の通りに定めます。
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（年率/税抜）

 

計算期間

運用管理費用（信託報酬）
投資対象

ファンドの

信託報酬
＊１

実質的な

信託報酬

概算値

（税込）
＊２

合計

内訳

委託会社 販売会社 受託会社

第１期

～

第16期

0.686％ 0.07％ 0.60％ 0.016％

0.68％

～

0.82％

1.42％

～

1.56％

第17期

～

第31期

0.586％ 0.07％ 0.50％ 0.016％

0.50％

～

0.74％

1.14％

～

1.38％

第32期

～

第35期

0.386％ 0.07％ 0.30％ 0.016％

0.26％

～

0.56％

0.68％

～

0.98％

第36期

以降
0.186％ 0.07％ 0.10％ 0.016％

0.00％

～

0.32％

0.20％

～

0.52％

税法が改正された場合、上記数値が変更になることがあります。

 

＜信託報酬等を対価とする役務の内容＞

委託会社 委託した資金の運用の対価

販売会社

 

購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管

理及び事務手続き等の対価

受託会社 運用財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行の対価

 

＊１　（略）

＊２　（略）

 

③（略）

 

※（略）

 

（５）【課税上の取扱い】

＜訂正前＞

（略）

①（略）

 

②　個人、法人別の課税の取扱いについて

（略）

１．個人の受益者に対する課税

（略）

（注）2014年１月１日以降、公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「愛称：Ｎ

ＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。ＮＩＳＡをご利用の場合、毎年、年間100万円

の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得及び譲渡所得が

５年間非課税となります。ご利用になれるのは、満20歳以上の方で、販売会社で非
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課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、

販売会社にお問い合わせください。

 

２．～３．（略）

 

※　上記「（５）課税上の取扱い」の記載は、2014年７月末日現在のものですので、税法

が改正された場合等には、内容が変更となる場合があります。

※（略）

 

＜訂正後＞

（略）

①（略）

 

②　個人、法人別の課税の取扱いについて

（略）

１．個人の受益者に対する課税

（略）

＜損益通算について＞

確定申告等により、一部解約時および償還時の差損（譲渡損失）については、上場株式

等の譲渡益および上場株式等の配当等（申告分離課税を選択したものに限ります。）との

損益通算が可能です。また、一部解約時および償還時の差益（譲渡益）および普通分配金

（申告分離課税を選択したものに限ります。）については、上場株式等の譲渡損失と損益

通算が可能です。

[2016年１月１日以降]

確定申告等により、一部解約時および償還時の差損（譲渡損失）については、上場株式

等の譲渡益、上場株式等の配当等および特定公社債等（公募公社債投資信託を含みま

す。）の利子所得等（申告分離課税を選択したものに限ります。）との損益通算が可能で

す。また、一部解約時および償還時の差益（譲渡益）、普通分配金および特定公社債等の

利子所得等（申告分離課税を選択したものに限ります。）については、上場株式等の譲渡

損失と損益通算が可能です。

＜少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」について＞

公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用

対象です。ＮＩＳＡをご利用の場合、毎年、年間100万円の範囲で新たに購入した公募株式

投資信託等から生じる配当所得及び譲渡所得が５年間非課税となります。ご利用になれる

のは、満20歳以上の方で、販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する

方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

[2016年１月１日以降]

公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用

対象です。ＮＩＳＡをご利用の場合、毎年、年間120万円の範囲で新たに購入した公募株式

投資信託等から生じる配当所得及び譲渡所得が５年間非課税となります。ご利用になれる

のは、満20歳以上の方で、販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する

方が対象となります。また、2016年４月１日より、未成年者口座内の少額上場株式等に係

る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置（ジュニアＮＩＳＡ）が開始され、20歳未満の居

住者等を対象に、年間80万円の範囲で新たに購入した公募株式投資信託等から生じる配当

所得及び譲渡所得が５年間非課税となる予定です。詳しくは、販売会社にお問い合わせく

ださい。
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２．～３．（略）

 

※　上記「（５）課税上の取扱い」の記載は、2015年５月末日現在のものですので、税法

が改正された場合等には、内容が変更となる場合があります。

※（略）
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５【運用状況】

※　原届出書「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」につきましては、以下

の記載内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

 

（１）【投資状況】

 （2015年５月29日現在）
 

資産の種類 国　名
時価合計

(円)

投資比率

(％)

投資信託受益証券 日本 60,825,468 43.65

投資証券 ルクセンブルグ 76,096,464 54.61

預金・その他の資産（負債控除後） － 2,415,182 1.73

合計（純資産総額）  139,337,114 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

 

その他資産の投資状況

（2015年５月29日現在）
 

資産の種類 国　名
時価合計

(円)

投資比率

(％)

為替予約取引（売建） 日本 3,784,914 △2.72

（注）為替予約取引の時価については、原則として対顧客先物売買相場の仲値で評価しています。
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（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

（2015年５月29日現在）

順

位
銘柄名

通　貨

地　域
種　類 数　量

簿価単価(円)

簿価金額(円)

評価単価(円)

時価金額(円)

投資

比率

(％)

1

フィデリティ・米国優良

株・ファンド（適格機関

投資家専用）

日本・円

日本

投資信託

受益証券
23,366,422.00

1.3161

30,753,215

1.7529

40,959,001
29.40

2 FF-AMERICA ACC USD
アメリカ・ドル

ルクセンブルグ
投資証券 8,761.60

2,197.41

19,252,842

2,494.40

21,854,906
15.68

3

フィデリティ・日本成長

株・ファンド（適格機関

投資家専用）

日本・円

日本

投資信託

受益証券
16,014,887.00

0.9096

14,567,513

1.2405

19,866,467
14.26

4
FF-EMERGING MKTS ACC

USD

アメリカ・ドル

ルクセンブルグ
投資証券 9,418.63

1,862.04

17,537,872

2,011.85

18,948,868
13.60

5
FF-EURO LRG COS ACC

EUR

ユーロ

ルクセンブルグ
投資証券 4,691.97

1,703.00

7,990,425

2,249.77

10,555,852
7.58

6
FF-EUROPEAN VALUE FUND

A-ACC-EUR

ユーロ

ルクセンブルグ
投資証券 3,210.46

1,954.21

6,273,931

2,470.81

7,932,449
5.69

7
FF-EUROPEAN DIV ACC

EUR

ユーロ

ルクセンブルグ
投資証券 2,452.26

1,742.59

4,273,285

2,245.70

5,507,043
3.95

8
FF-INTL BOND A USD

HEDGED

アメリカ・ドル

ルクセンブルグ
投資証券 3,105.44

1,286.85

3,996,264

1,292.98

4,015,266
2.88

9
FF-EURO SMALL COS ACC

EUR

ユーロ

ルクセンブルグ
投資証券 996.05

1,842.61

1,835,337

2,500.65

2,490,770
1.79

10 FF-AUSTRALIA ACC AUD

オーストラリ

ア・ドル

ルクセンブルグ

投資証券 1,624.19
1,410.03

2,290,161

1,527.71

2,481,293
1.78

11
FF-ASIA PACIFIC

DIVIDEND FUND A

アメリカ・ドル

ルクセンブルグ
投資証券 323.63

2,326.03

752,774

2,498.10

808,461
0.58

12
FF-ASIAN SPEC SITS AC

USD

アメリカ・ドル

ルクセンブルグ
投資証券 286.53

2,324.85

666,140

2,665.14

763,643
0.55

13
FF-SOUTH EAST ASIA AC

USD

アメリカ・ドル

ルクセンブルグ
投資証券 297.45

2,239.50

666,140

2,480.79

737,909
0.53

 

種類別投資比率

（2015年５月29日現在）
 

種　類 国内／外国
投資比率

(％)

投資信託受益証券 国内 43.65

投資証券 外国 54.61

合計（対純資産総額比） 98.27
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②【投資不動産物件】

　該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

    （2015年５月29日現在）
 

種類 名称等 買建/売建 数量
簿価金額
(円)

時価金額
(円)

投資比率
(％)

為替予約取引 アメリカ・ドル 売建 30,600 3,657,354 3,784,914 △2.72

（注１）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価金額の比率をいいます。

（注２）為替予約取引の時価については、原則として対顧客先物売買相場の仲値で評価しています。為

替予約取引の数量については、現地通貨建契約金額です。
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（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

　2015年５月末日および同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産の推

移は次のとおりです。

 

期 年月日

純資産総額

(百万円)

(分配落)

純資産総額

(百万円)

(分配付)

１口当たり純資産額

(円)

(分配落)

１口当たり純資産額

(円)

(分配付)

 2014年10月末日 98 － 1.0899 －

 2014年11月末日 109 － 1.2118 －

 2014年12月末日 110 － 1.2249 －

 2015年１月末日 107 － 1.1898 －

 2015年２月末日 113 － 1.2576 －

 2015年３月末日 114 － 1.2701 －

 2015年４月末日 122 － 1.2826 －

 2015年５月末日 139 － 1.3377 －

 

②【分配の推移】

　該当事項はありません。

 

③【収益率の推移】

期 収益率(％)

第１期中

自　2014年10月16日　至　2015年４月15日
28.2

（注）収益率とは、計算期間末の基準価額（分配付）から前計算期間末の基準価額（分配落）を控除し

た額を直前の計算期間末の基準価額（分配落）で除して得た数に100を乗じて得た数字です。なお、小

数点以下２桁目を四捨五入し、小数点以下１桁目まで表示しております。

 

（４）【設定及び解約の実績】

　下記計算期間中の設定および解約の実績ならびに当該計算期間末の発行済数量は次のとおりで

す。

 

期
設定数量
(口)

解約数量
(口)

発行済数量
(口)

第１期中

自　2014年10月16日

至　2015年４月15日

90,680,850 0 90,680,850

（注）本邦外における設定及び解約はありません。
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＜参考情報＞
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第２【管理及び運営】
　

１【申込（販売）手続等】

 

＜訂正前＞

①～⑤（略）

 

⑥　販売会社の申込手数料および申込単位の詳細については、委託会社のフリーコール（0120－00

－8051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時））または販売会社までお問い合わせくださ

い。

 

⑦～⑧（略）

 

※（略）

 

＜訂正後＞

①～⑤（略）

 

⑥　販売会社の申込手数料および申込単位の詳細については、委託会社のホームページ（アドレ

ス：http://www.fidelity.co.jp/fij/）をご参照いただくか、委託会社のフリーコール（0120－

00－8051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時））または販売会社までお問い合わせくださ

い。

 

⑦～⑧（略）

 

※（略）
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２【換金（解約）手続等】

 

＜訂正前＞

①～④（略）

 

⑤　解約価額および販売会社の解約単位の詳細については、委託会社のフリーコール（0120－00－

8051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時））または販売会社までお問い合わせください。

 

⑥～⑨（略）

 

※（略）

 

＜訂正後＞

①～④（略）

 

⑤　解約価額および販売会社の解約単位の詳細については、委託会社のホームページ（アドレス：

http://www.fidelity.co.jp/fij/）をご参照いただくか、委託会社のフリーコール（0120－00－

8051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時））または販売会社までお問い合わせください。

 

⑥～⑨（略）

 

※（略）
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３【資産管理等の概要】

　

（１）【資産の評価】

＜訂正前＞

①（略）

②　基準価額は、原則として委託会社の営業日に日々算出され、委託会社のフリーコール

（0120－00－8051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時））または販売会社に問い合わ

せることにより知ることができます。

（略）

 

＜訂正後＞

①（略）

②　基準価額は、原則として委託会社の営業日に日々算出され、委託会社のホームページ（ア

ドレス：http://www.fidelity.co.jp/fij/）をご参照いただくか、委託会社のフリーコール

（0120－00－8051（受付時間：営業日の午前９時～午後５時））または販売会社に問い合わ

せることにより知ることができるほか、原則として翌日付の日本経済新聞に「TDFア50」とし

て略称で掲載されます。

（略）

 

（５）【その他】

＜訂正前＞

(a）信託の終了

＜信託契約の解約＞

①～③（略）

④　上記②の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者

の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行ないます。

⑤（略）

＜信託契約に関する監督官庁の命令＞

（略）

※（略）

＜委託会社の登録取消等に伴う取扱い＞

（略）

※（略）

＜受託会社の辞任および解任に伴う取扱い＞

（略）

※（略）

(b）投資信託約款の変更等

①（略）

②　委託会社は、上記①の事項（上記①の変更事項にあっては、その内容が重大なものに該当す

る場合に限ります。以下、併合と合わせて「重大な投資信託約款の変更等」といいます。）に

ついて、書面決議を行ないます。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大

な投資信託約款の変更等の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の２週間前ま

でに、この投資信託約款に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載し

た書面決議の通知を発します。

③（略）

④　上記②の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者

の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行ないます。

⑤～⑦（略）
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(c）運用報告書の作成

　委託会社は、毎計算期間の終了後および償還後に当該期間中の運用経過等を記載した運用報告

書（2014年12月１日以降、交付運用報告書を作成している場合は交付運用報告書）を作成し、こ

れを販売会社を通じて知れている受益者に対して交付します。

(d）～(h）（略）

 

＜ファンドの投資信託約款の変更＞

2014年12月１日適用で、下記の内容等の約款変更を予定しております。

（下線部　　　は変更部分を、「●」は投資信託約款において該当する条項の番号を示しま

す。）

（変更後） （変更前）

（運用報告書に記載すべき事項の提供）

第●条の２　委託者は、投資信託及び投資法

人に関する法律第14条第１項に定める運

用報告書の交付に代えて、運用報告書に

記載すべき事項を電磁的方法により受益

者に提供することができます。この場合

において、委託者は、運用報告書を交付

したものとみなします。

　②　前項の規定にかかわらず、委託者は、

受益者から運用報告書の交付の請求が

あった場合には、これを交付するものと

します。

（新設）

（信託契約の解約）

第●条（略）

②～③（略）

④ 第２項の書面決議は議決権を行使する

ことができる受益者の議決権の３分の２

以上に当たる多数をもって行ないます。

 

⑤（略）

（信託契約の解約）

第●条（同左）

②～③（同左）

④ 第２項の書面決議は議決権を行使する

ことができる受益者の半数以上であっ

て、当該受益者の議決権の３分の２以上

に当たる多数をもって行ないます。

⑤（同左）
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（投資信託約款の変更等）

第●条（略）

②　委託者は、前項の事項（前項の変更事

項にあってはその変更の内容が重大なも

のに該当する場合に限り、併合事項に

あってはその併合が受益者の利益に及ぼ

す影響が軽微なものに該当する場合を除

き、以下、合わせて「重大な投資信託約

款の変更等」といいます。）について、

書面決議を行ないます。この場合におい

て、あらかじめ、書面決議の日ならびに

重大な投資信託約款の変更等の内容およ

びその理由などの事項を定め、当該決議

の日の２週間前までに、この投資信託約

款に係る知れている受益者に対し、書面

をもってこれらの事項を記載した書面決

議の通知を発します。

③（略）

④　第２項の書面決議は議決権を行使する

ことができる受益者の議決権の３分の２

以上に当たる多数をもって行ないます。

 

⑤～⑦（略）

（投資信託約款の変更等）

第●条（同左）

②　委託者は、前項の事項（前項の変更事

項にあっては、その内容が重大なものに

該当する場合に限ります。以下、併合と

合わせて「重大な投資信託約款の変更

等」といいます。）について、書面決議

を行ないます。この場合において、あら

かじめ、書面決議の日ならびに重大な投

資信託約款の変更等の内容およびその理

由などの事項を定め、当該決議の日の２

週間前までに、この投資信託約款に係る

知れている受益者に対し、書面をもって

これらの事項を記載した書面決議の通知

を発します。

 

 

③（同左）

④　第２項の書面決議は議決権を行使する

ことができる受益者の半数以上であっ

て、当該受益者の議決権の３分の２以上

に当たる多数をもって行ないます。

⑤～⑦（同左）

（反対受益者の受益権買取請求の不適用）

第●条 この信託は、受益者が第●条の規定

による一部解約の実行の請求を行なった

ときは、委託者が信託契約の一部の解約

をすることにより当該請求に応じ、当該

受益権の公正な価格が当該受益者に一部

解約金として支払われることとなる委託

者指図型投資信託に該当するため、第●

条に規定する信託契約の解約または前条

に規定する重大な約款変更等を行なう場

合において、投資信託及び投資法人に関

する法律第18条第１項に定める反対受益

者による受益権の買取請求の規定の適用

を受けません。

（反対者の買取請求権）

第●条　第●条に規定する信託契約の解約ま

たは前条に規定する重大な投資信託約款

の変更等を行なう場合には、書面決議に

おいて当該解約または重大な約款の変更

等に反対した受益者は、受託者に対し、

自己に帰属する受益権を、投資信託財産

をもって買取るべき旨を請求することが

できます。この買取請求権の内容および

買取請求の手続きに関する事項は、第●

条第●項または前条第●項に規定する書

面に付記します。

 

※各条文中の項番については、当記載と異なる場合があります。

 

＜訂正後＞

(a）信託の終了

＜信託契約の解約＞

①～③（略）

④　上記②の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上に当たる

多数をもって行ないます。

⑤（略）

＜信託契約に関する監督官庁の命令＞

（略）
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※（略）

＜委託会社の登録取消等に伴う取扱い＞

（略）

※（略）

＜受託会社の辞任および解任に伴う取扱い＞

（略）

※（略）

(b）投資信託約款の変更等

①（略）

②　委託会社は、上記①の事項（上記①の変更事項にあっては、その内容が重大なものに該当す

る場合に限り、上記①の併合事項にあっては、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽微な

ものに該当する場合を除きます。以下「重大な投資信託約款の変更等」といいます。）につい

て、書面決議を行ないます。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大な投

資信託約款の変更等の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の２週間前まで

に、この投資信託約款に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した

書面決議の通知を発します。

③（略）

④　上記②の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上に当たる

多数をもって行ないます。

⑤～⑦（略）

(c）運用報告書の作成

　委託会社は、毎計算期間の終了後および償還後に当該期間中の運用経過、組入有価証券の内容

および有価証券の売買状況等のうち、重要な事項を記載した交付運用報告書（投資信託及び投資

法人に関する法律第14条第４項に定める運用報告書）を作成し、これを販売会社を通じて知れて

いる受益者に対して交付します。

　また、委託会社は、運用報告書（全体版）（投資信託及び投資法人に関する法律第14条第１項

に定める運用報告書）の交付に代えて、当該運用報告書に記載すべき事項を電磁的方法により受

益者に提供することができます。この場合において、委託会社は、運用報告書（全体版）を交付

したものとみなします。

　上記の規定にかかわらず、委託会社は、受益者から運用報告書（全体版）の交付の請求があっ

た場合には、これを交付するものとします。

(d）～(h）（略）
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４【受益者の権利等】

 

＜訂正前＞

受益者の有する主な権利は次の通りです。

(1）～(3）（略）

 

(4）反対者の買取請求権

　信託契約の解約または重大な投資信託約款の変更等を行なう場合には、書面決議において当該

解約または重大な約款の変更等に反対した受益者は、受託会社に対し、自己に帰属する受益権

を、投資信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。この買取請求権の内容およ

び買取請求の手続きに関する事項は、信託契約の解約または投資信託約款の変更等に規定する書

面に付記します。

 

(5）（略）

 

＜訂正後＞

(1）～(3）（略）

 

(4）反対者の買取請求権の不適用

　ファンドは、受益者が一部解約請求を行なったときは、委託会社が信託契約の一部の解約をす

ることにより当該請求に応じ、当該受益権の公正な価格が当該受益者に一部解約金として支払わ

れることとなる委託者指図型投資信託に該当するため、信託契約の解約または重大な投資信託約

款の変更等を行なう場合において、投資信託及び投資法人に関する法律第18条第１項に定める反

対受益者による受益権買取請求の規定の適用を受けません。

 

(5）（略）
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第３【ファンドの経理状況】
※　原届出書「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況」につきましては、以下の記載内容

に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

 

　ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年

大蔵省令第38号）ならびに同規則第38条の３、第57条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関す

る規則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

　なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

　ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１期中間計算期間（平成26年10

月16日（設定日）から平成27年４月15日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人により中間監

査を受けております。
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中間財務諸表

【フィデリティ・ターゲット・デート・ファンド（アクティブ）２０５０】

（１）【中間貸借対照表】

 （単位：円）

 第１期中間計算期間
平成27年４月15日現在

資産の部  
流動資産  

預金 88,294

金銭信託 1,818,051

投資信託受益証券 54,488,386

投資証券 60,176,338

その他未収収益 124,292

流動資産合計 116,695,361

資産合計 116,695,361

負債の部  
流動負債  

派生商品評価勘定 1,904

未払受託者報酬 9,211

未払委託者報酬 387,659

その他未払費用 53,521

流動負債合計 452,295

負債合計 452,295

純資産の部  
元本等  

元本 90,680,850

剰余金  
中間剰余金又は中間欠損金（△） 25,562,216

（分配準備積立金） －

元本等合計 116,243,066

純資産合計 116,243,066

負債純資産合計 116,695,361
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

 （単位：円）

 
第１期中間計算期間

自 平成26年10月16日(設定日)
至 平成27年４月15日

営業収益  
受取配当金 537,421

有価証券売買等損益 22,895,760

為替差損益 2,200,027

その他収益 206,839

営業収益合計 25,840,047

営業費用  
受託者報酬 9,211

委託者報酬 387,659

その他費用 78,112

営業費用合計 474,982

営業利益又は営業損失（△） 25,365,065

経常利益又は経常損失（△） 25,365,065

中間純利益又は中間純損失（△） 25,365,065

剰余金増加額又は欠損金減少額 197,151

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
197,151

分配金 －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 25,562,216
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

（１）投資信託受益証券

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評

価にあたっては、金融商品取引所等に上場されているものについて

は、金融商品取引所における最終相場（最終相場のないものについて

は、それに準ずる価額）、又は金融商品取引業者等から提示される気

配相場に基づいて評価しており、金融商品取引所等に上場されていな

いものについては、投資信託受益証券の基準価額に基づいて評価して

おります。

 （２）投資証券

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評

価にあたっては、金融商品取引所又は店頭市場における最終相場（最

終相場のないものについては、それに準ずる価額）、又は金融商品取

引業者等から提示される気配相場に基づいて評価しております。

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

為替予約取引

為替予約の評価は、原則として、わが国における中間計算期間末日

の対顧客先物売買相場の仲値によって計算しております。

３．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

外貨建取引等の処理基準

外貨建取引については、「投資信託財産の計算に関する規則」（平

成12年総理府令第133号）第60条に基づき、取引発生時の外国通貨の

額をもって記録する方法を採用しております。但し、同第61条に基づ

き、外国通貨の売却時において、当該外国通貨に加えて、外貨建資産

等の外貨基金勘定及び外貨建各損益勘定の前日の外貨建純資産額に対

する当該売却外国通貨の割合相当額を当該外国通貨の売却時の外国為

替相場等で円換算し、前日の外貨基金勘定に対する円換算した外貨基

金勘定の割合相当の邦貨建資産等の外国投資勘定と、円換算した外貨

基金勘定を相殺した差額を為替差損益とする計理処理を採用しており

ます。

 

（中間貸借対照表に関する注記）

項　目
第１期中間計算期間

平成27年４月15日現在

１．元本の推移  

期首元本額 90,000,000 円

期中追加設定元本額 680,850 円

期中一部解約元本額 － 円

２．受益権の総数 90,680,850 口

３．１口当たり純資産額 1.2819 円
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（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第１期中間計算期間

自　平成26年10月16日（設定日）

至　平成27年４月15日

信託財産の運用の指図に係る権限の全部又は一部を委託するために要する費用として、委託者報酬の

中から支弁している額

純資産総額に対して年率0.05％以内の額

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

１．中間貸借対照表計上額、時

価及びその差額

中間貸借対照表計上額は中間計算期末の時価で計上しているた

め、その差額はありません。

２．時価の算定方法 （１）有価証券

売買目的有価証券

重要な会計方針に係る事項に関する注記「有価証券の評価基準

及び評価方法」に記載しております。

（２）デリバティブ取引

「デリバティブ取引に関する注記」に記載しております。

（３）上記以外の金融商品

短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似している

ため、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。

３．金融商品の時価等に関する

事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格

がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。

当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ

ります。

また、デリバティブ取引に関する契約額等はあくまでもデリバ

ティブ取引における名目的な契約額であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。
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（デリバティブ取引に関する注記）

取引の時価等に関する事項

通貨関連

種類

第１期中間計算期間

平成27年４月15日 現在

契約額等

（円）

 時価

（円）

評価損益

（円）うち

１年超
市場取引以外の取引     
     
　為替予約取引     
     
　売建 2,029,936 － 2,031,840 △1,904

     
　アメリカ・ドル 2,029,936 － 2,031,840 △1,904

     
合計 2,029,936 － 2,031,840 △1,904

 

（注１）時価の算定方法

１．対顧客先物相場の仲値が発表されている外貨については以下のように評価しております。

（１）予約為替の受渡し日（以下「当該日」という。）の対顧客先物相場の仲値が発表され

ている場合は、当該予約為替は当該対顧客先物相場の仲値により評価しております。

（２）当該日の対顧客先物相場の仲値が発表されていない場合は、以下の方法によっており

ます。

① 当該日を超える対顧客先物相場が発表されている場合には、発表されている対顧客先

物相場のうち当該日に最も近い前後二つの対顧客先物相場の仲値をもとに算出した

レートにより評価しております。

② 当該日を超える対顧客先物相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い発表

されている対顧客先物相場の仲値により評価しております。

２．対顧客先物相場の仲値が発表されていない外貨については、対顧客相場の仲値により評価し

ております。

 

（注２）デリバティブ取引にヘッジ会計は適用されておりません。

 

 

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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２【ファンドの現況】

 

【純資産額計算書】

 （2015年５月29日現在）
 

種　類 金　額 単　位

Ⅰ　資産総額 139,592,404 円

Ⅱ　負債総額 255,290 円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 139,337,114 円

Ⅳ　発行済数量 104,161,528 口

Ⅴ　１単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.3377 円
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第三部【委託会社等の情報】
　

第１【委託会社等の概況】
　

１【委託会社等の概況】

 

＜訂正前＞

(1）資本金等

 （2014年７月末日現在）
 

資本金の額 金10億円

発行する株式の総数 80,000株

発行済株式総数 20,000株

最近５年間における資本金の額の増減 該当事項はありません。

 

(2）（略）

 

＜訂正後＞

(1）資本金等

 （2015年５月末日現在）
 

資本金の額 金10億円

発行する株式の総数 80,000株

発行済株式総数 20,000株

最近５年間における資本金の額の増減 該当事項はありません。

 

(2）（略）
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２【事業の内容及び営業の概況】

 

＜訂正前＞

（略）

　2014年７月31日現在、委託会社の運用する証券投資信託は、追加型株式投資信託157本、親投資

信託59本で、親投資信託を除いた純資産の合計は総額4,329,855,277,371円です。

 

＜訂正後＞

（略）

　2015年５月29日現在、委託会社の運用する証券投資信託は、追加型株式投資信託165本、親投資

信託57本で、親投資信託を除いた純資産の合計は総額4,769,995,467,290円です。
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３【委託会社等の経理状況】

※　原届出書「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況」に

つきましては、以下の記載内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第
59号）並びに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内
閣府令第52号）に基づいて作成しております。
 
当社の財務諸表は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第29期事業年度（平成26
年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けて
おります。
 
財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。
 
当社は財務諸表の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、企業会
計基準及び同適用指針、日本公認会計士協会が公表する委員会報告等の公開情報、各種関係諸法令
の改廃に応じて、当社として必要な対応を適時に協議しております。
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（１）【貸借対照表】

   （単位：千円）
 

  
第28期

（平成26年３月31日）
第29期

（平成27年３月31日）

    
資産の部    
流動資産    
現金及び預金  703,688 917,291
立替金  132,897 142,437
前払費用  157,073 96,063
未収委託者報酬  4,903,749 5,236,010
未収収益  308,502 585,000
未収入金 ＊１ 113,249 332,396
繰延税金資産  787,899 708,938

流動資産計  7,107,059 8,018,138

固定資産    
無形固定資産    
電話加入権  7,487 7,487

無形固定資産合計  7,487 7,487

投資その他の資産    
投資有価証券  1,749,221 1,622,475
長期貸付金 ＊１ 15,988,240 18,857,485
長期差入保証金  48,441 39,163
その他  830 11,330

投資その他の資産合計  17,786,733 20,530,454

固定資産計  17,794,220 20,537,941

資産合計  24,901,280 28,556,080

負債の部    
流動負債    
預り金  256,716 216,345
未払金 ＊１   
未払手数料  2,104,446 2,269,889
その他未払金  2,799,956 2,592,647

未払費用  734,514 526,518
未払法人税等  167,249 367,845
未払消費税等  531,603 1,022,900
賞与引当金  1,862,679 2,067,601
その他流動負債  66,436 196,295

流動負債合計  8,523,603 9,260,042

固定負債    
長期賞与引当金  168,461 288,258
退職給付引当金  5,358,696 5,874,342
預り保証金  19,485 19,485
繰延税金負債  235,070 201,942

固定負債合計  5,781,714 6,384,028

負債合計  14,305,317 15,644,071

純資産の部    
株主資本    
資本金  1,000,000 1,000,000
利益剰余金    
その他利益剰余金    
繰越利益剰余金  9,171,463 11,489,515

利益剰余金合計  9,171,463 11,489,515

株主資本合計  10,171,463 12,489,515

評価・換算差額等    
その他有価証券評価差額金  424,499 422,493

評価・換算差額等合計  424,499 422,493

純資産合計  10,595,962 12,912,008

負債・純資産合計  24,901,280 28,556,080
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（２）【損益計算書】

   （単位：千円）
 

  
第28期

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

第29期
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

    
営業収益    
委託者報酬  43,856,785 48,583,974

その他営業収益  3,959,034 4,269,166

営業収益計  47,815,820 52,853,140

営業費用 ＊１   
支払手数料  20,105,736 22,605,495

広告宣伝費  683,051 612,086

調査費    
調査費  420,361 456,254

委託調査費  8,432,733 9,763,373

営業雑経費    
通信費  34,070 53,879

印刷費  30,834 51,117

協会費  28,707 37,309

諸会費  8,851 3,749

営業費用計  29,744,346 33,583,266

一般管理費    
給料    
給料・手当  2,871,694 3,005,306

賞与  2,480,880 2,963,441

福利厚生費  452,264 726,788

交際費  32,446 35,003

旅費交通費  235,299 204,775

租税公課  43,385 55,524

弁護士報酬  1,333 780

不動産賃貸料・共益費  491,300 383,582

支払ロイヤリティ  2,550,455 2,173,297

退職給付費用  298,694 374,722

消耗器具備品費  52,927 52,126

事務委託費  4,825,009 5,653,787

諸経費  304,600 415,615

一般管理費計  14,640,293 16,044,751

営業利益  3,431,180 3,225,121

営業外収益    
受取利息 ＊１ 87,824 129,516

保険配当金  12,203 13,404

受取配当金  － 353,044

雑益  1,813 2,578

営業外収益計  101,841 498,544

営業外費用    
寄付金  386 －

為替差損  175,240 170,496

営業外費用計  175,627 170,496

経常利益  3,357,394 3,553,170

特別利益    
投資有価証券売却益  10,260 220,645

特別利益計  10,260 220,645

特別損失    
特別退職金  4,672 50,797

事務過誤損失  134 311

特別損失計  4,806 51,109

税引前当期純利益  3,362,848 3,722,707

法人税、住民税及び事業税  717,351 1,325,694

法人税等調整額  256,109 78,961

法人税等合計  973,460 1,404,655

当期純利益  2,389,388 2,318,052
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（３）【株主資本等変動計算書】

第28期（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

 
(単位：千円)

 

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本合計
その他利益  
剰余金 利益剰余金

繰越利益 合計
剰余金  

当期首残高 1,000,000 6,782,075 6,782,075 7,782,075

当期変動額     
剰余金の配当 － － － －

当期純利益 － 2,389,388 2,389,388 2,389,388

株主資本以外の項目     
の当期変動額(純額) － － － －

当期変動額合計 － 2,389,388 2,389,388 2,389,388

当期末残高 1,000,000 9,171,463 9,171,463 10,171,463

 

 
評価・換算差額等 純資産合計

その他有価証券 評価・換算差額等  
評価差額金 合計  

当期首残高 347,879 347,879 8,129,955

当期変動額    
剰余金の配当 － － －

当期純利益 － － 2,389,388

株主資本以外の項目    
の当期変動額(純額) 76,619 76,619 76,619

当期変動額合計 76,619 76,619 2,466,007

当期末残高 424,499 424,499 10,595,962

 
 

第29期（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

 
(単位：千円)

 

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本合計
その他利益  
剰余金 利益剰余金

繰越利益 合計
剰余金  

当期首残高 1,000,000 9,171,463 9,171,463 10,171,463

当期変動額     
剰余金の配当 － － － －

当期純利益 － 2,318,052 2,318,052 2,318,052

株主資本以外の項目     
の当期変動額(純額) － － － －

当期変動額合計 － 2,318,052 2,318,052 2,318,052

当期末残高 1,000,000 11,489,515 11,489,515 12,489,515

 

 
評価・換算差額等 純資産合計

その他有価証券 評価・換算差額等  
評価差額金 合計  

当期首残高 424,499 424,499 10,595,962

当期変動額    
剰余金の配当 － － －

当期純利益 － － 2,318,052

株主資本以外の項目    
の当期変動額(純額) △2,006 △2,006 △2,006

当期変動額合計 △2,006 △2,006 2,316,046

当期末残高 422,493 422,493 12,912,008
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重要な会計方針

1.　資産の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算

定）を採用しております。

時価のないもの

総平均法による原価法を採用しております。

 
2.　引当金の計上基準

(1)　貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき当期末において発生して

いると認められる額を計上しております。退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、期間定

額基準によっております。過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による按分額を定額法により費用処理しております。数理計算上の差異については、発生年度に全額費用

処理しております。

(3)　賞与引当金、長期賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

 
3.　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(2)　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

＊1 関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであります。

 
第28期

(平成26年3月31日)

第29期

(平成27年3月31日)

未収入金 29,725 千円 186,434 千円

その他未払金 2,490,239 千円 1,802,925 千円

長期貸付金 14,210,000 千円 16,600,000 千円

 
（損益計算書関係）

＊1 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
第28期

(自　平成25年4月 1日

　至　平成26年3月31日)

第29期

(自　平成26年4月 1日

　至　平成27年3月31日)

営業費用 9,887,435 千円 11,639,805 千円

受取利息 77,218 千円 67,194 千円

 
（株主資本等変動計算書関係）

第28期（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式     
普通株式 20,000株 － － 20,000株

　　　合計 20,000株 － － 20,000株

 
 
第29期（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式     
普通株式 20,000株 － － 20,000株

　　　合計 20,000株 － － 20,000株

 
（リース取引関係）

該当事項はありません。

 
（金融商品関係）

1.　金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

 
当社は、資金運用について短期的な預金及びグループ会社への貸付金に限定しております。また、所要資金は自己資

金で賄っており、銀行借入、社債発行等による資金調達は行っておりません。

 
（2）金融商品の内容及びそのリスク

 
預金は、銀行の信用リスクに晒されておりますが、預金に関しては数行に分散して預入しており、リスクの軽減を

図っております。営業債権である未収委託者報酬および未収収益、未収入金については、それらの源泉である預り純

資産を数行の信託銀行に分散して委託しておりますが、信託銀行はその受託資産を自己勘定と分別して管理している

ため、仮に信託銀行が破綻又は債務不履行等となった場合でも、これら営業債権が信用リスクに晒されることは無い

と考えております。未収入金及びその他未払金の一部には、海外の関連会社との取引により生じた外貨建ての資産・

負債を保有しているため、為替相場の変動による市場リスクに晒されております。

 
（3）金融商品に係るリスク管理体制

 
信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

預金に係る銀行の信用リスクに関しては、口座開設時及びその後も継続的に銀行の信用力を評価し、格付けの高い金

融機関でのみで運用し、預金に係る信用リスクを管理しております。未収委託者報酬及び未収収益は、投資信託また

は取引相手ごとに残高を管理し、当社が運用している資産の中から報酬を徴収するため、信用リスクは僅少でありま

す。また、未収入金は、概ね、海外の関連会社との取引により生じたものであり、原則、翌月中に決済が行われる事

により、回収が不能となるリスクは僅少であります。
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市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、原則、為替変動や価格変動に係るリスクに対して、ヘッジ取引を行っておりません。外貨建ての営業債権債

務について、月次ベースで為替変動リスクを測定し、モニタリングを実施しております。また、外貨建ての債権債務

に関する為替の変動リスクに関しては、個別の案件ごとに毎月残高照合等を行い、リスクを管理しております。

 
流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、日々資金残高管理を行っております。また、適時に資金繰予定表を作成・更新するとともに、手許流動性

（最低限必要な運転資金）を状況に応じて見直し・維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

 
2.　金融商品の時価に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは含まれておりません。（（注2）参照）

 
第28期 (平成26年3月31日)

 貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

（1）現金及び預金 703,688 703,688 －

（2）未収委託者報酬 4,903,749 4,903,749 －

（3）未収入金 113,249 113,249 －

（4）投資有価証券 1,747,460 1,747,460 －

（5）長期貸付金 15,988,240 15,988,240 －

資産計 23,456,387 23,456,387 －

（1）未払手数料 2,104,446 2,104,446 －

（2）その他未払金 2,799,956 2,799,956 －

負債計 4,904,403 4,904,403 －

 
 
第29期 (平成27年3月31日)

 貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

（1）現金及び預金 917,291 917,291 －

（2）未収委託者報酬 5,236,010 5,236,010 －

（3）未収入金 332,396 332,396 －

（4）投資有価証券 1,620,714 1,620,714 －

（5）長期貸付金 18,857,485 18,857,485 －

資産計 26,963,896 26,963,896 －

（1）未払手数料 2,269,889 2,269,889 －

（2）その他未払金 2,592,647 2,592,647 －

負債計 4,862,536 4,862,536 －

 
（注）1.　金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、（2）未収委託者報酬、（3）未収入金

これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（4）投資有価証券

時価について、当社が算定し、公表している基準価額によっております。

（5）長期貸付金

変動金利によるものであり、時価はほぼ帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負　債

（1）未払手数料、（2）その他未払金

短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 
 

（注）2.　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 

区分
第28期

（平成26年3月31日）

第29期

（平成27年3月31日）

非上場株式 1,761 1,761

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投資有

価証券」には含めておりません。
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（注）3.　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

第28期 (平成26年3月31日)

 1年以内

（千円）

1年超5年以内

（千円）

5年超10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 703,688 － － －

未収委託者報酬 4,903,749 － － －

未収入金 113,249 － － －

合計 5,720,687 － － －

金銭債権のうち長期貸付金(15,988,240千円)については、契約上返済期限の定めがないため、上記に含めておりませ

ん。

 
 
第29期 (平成27年3月31日)

 
1年以内

（千円）

1年超5年以内

（千円）

5年超10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 917,291 － － －

未収委託者報酬 5,236,010 － － －

未収入金 332,396 － － －

合計 6,485,698 － － －

金銭債権のうち長期貸付金(18,857,485千円)については、契約上返済期限の定めがないため、上記に含めておりませ

ん。

 
（有価証券関係）

第28期（平成26年3月31日）

1.　その他有価証券

区分 取得原価（千円）

貸借対照表日における

貸借対照表計上額

（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    
その他 987,890 1,648,050 660,160

小計 987,890 1,648,050 660,160

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    
その他 101,761 101,171 △590

小計 101,761 101,171 △590

合計 1,089,651 1,749,221 659,570

 
2.　当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成25年4月1日　至平成26年3月31日）

売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円）

11,260 10,260 －

 
 

第29期（平成27年3月31日）

1.　その他有価証券

区分 取得原価（千円）

貸借対照表日における

貸借対照表計上額

（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    
その他 996,278 1,620,714 624,436

小計 996,278 1,620,714 624,436

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    
その他 1,761 1,761 －

小計 1,761 1,761 －

合計 998,039 1,622,475 624,436

 
2.　当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成26年4月1日　至平成27年3月31日）

売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円）

321,645 220,645 －

 
（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

第28期（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

 
1．採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型年金制度、及び確定拠出型年金制度を採用しております。

 
2．確定給付型年金制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 （千円）

退職給付債務の期首残高 5,085,499

勤務費用 236,833

利息費用 26,174

数理計算上の差異の発生額 △3,567

退職給付の支払額 △99,521

為替変動による影響額 205,967

その他 △100,128

退職給付債務の期末残高 5,351,256

 
(2) 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 （千円）

非積立型制度の退職給付債務 5,351,256

未認識過去勤務費用 7,440

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,358,696

  
退職給付引当金 5,358,696

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,358,696

 
(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 （千円）

勤務費用 236,833

利息費用 26,174

数理計算上の差異の費用処理額 △3,567

過去勤務債務の費用処理額 △6,841

確定給付型年金制度に係る退職給付費用 252,599

 
(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 　1.0％

 
3．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は91,948千円であります。
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第29期（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

 
1．採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型年金制度、及び確定拠出型年金制度を採用しております。

 
2．確定給付型年金制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 （千円）

退職給付債務の期首残高 5,351,256

勤務費用 220,063

利息費用 25,842

数理計算上の差異の発生額 60,368

退職給付の支払額 △182,987

為替変動による影響額 378,615

その他 1,249

退職給付債務の期末残高 5,854,406

 
(2) 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 （千円）

非積立型制度の退職給付債務 5,854,406

未認識過去勤務費用 19,936

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,874,342

  
退職給付引当金 5,874,342

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,874,342

 
(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 （千円）

勤務費用 220,063

利息費用 25,842

数理計算上の差異の費用処理額 60,368

過去勤務債務の費用処理額 △3,808

確定給付型年金制度に係る退職給付費用 302,464

 
(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 　0.7％

 
3．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は95,963千円であります。

 
（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
第28期

（平成26年3月31日）

第29期

（平成27年3月31日）

（流動） （千円） （千円）

繰延税金資産   
未払費用 261,780 174,277

未払事業税 37,036 74,281

賞与引当金 663,858 673,706

その他 70,167 54,348

繰延税金資産合計 1,032,845 976,612

   
繰延税金負債   
未払金 244,946 267,675

繰延税金資産又は繰延税金負債（△）の純額 787,899 708,938

   
（固定） （千円） （千円）

繰延税金資産   
退職給付引当金 1,909,839 1,910,187

繰越欠損金 187,558 22,081

資産除去債務 185,640 181,411

その他 62,975 21,399

繰延税金資産小計 2,346,014 2,135,080

評価性引当額 △2,346,014 △2,135,080

繰延税金資産合計 0 0

   
繰延税金負債   
その他有価証券評価差額金 △235,070 △201,942

繰延税金資産又は繰延税金負債（△）の純額 △235,070 △201,942

 
2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
第28期

（平成26年3月31日）

第29期

（平成27年3月31日）

法定実効税率 38.01% 35.64%

(調整)   
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.69% 1.41%

評価性引当額 △11.66% △4.38%

過年度法人税等 0.21% 1.88%

税率変更差異 0.41% 6.12%

その他 0.28% 0.82%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.95% 37.73%

 
 
3．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年

法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引き下げ

等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平

成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の35.64％から33.10％になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額が54,401千円減少し（繰延税金負債の金額を控除した金額）、法人税等調

整額が54,401千円増加しております。また、その他有価証券評価差額金が20,606千円増加し、繰延税金負債の金額が

20,606千円減少しております。

 
（持分法損益等）

該当事項はありません。

 
（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

当社は建物所有者との間で事業用不動産賃貸借契約を締結しており、賃借期間終了時に原状回復する義務を有し

ているため、契約及び法令上の資産除去債務を認識しております。なお、当該賃貸借契約に関連する長期差入保

証金（敷金）が計上されているため、資産除去債務の負債計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めない

と認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用計上し、直接減額しております。

 
（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。

 
（セグメント情報等）

セグメント情報

第28期（自 平成25年４月１日 至 平成26年3月31日）及び 第29期（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

当社は資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
関連情報

第28期（自平成25年４月１日 至平成26年3月31日）

1.　サービスごとの情報

(単位：千円)

 投資信託の運用 投資顧問業 合計

外部顧客への売上高 43,856,785 1,587,868 45,444,653

 
2.　地域ごとの情報

(1)　売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 
3.　主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

投資信託の名称 委託者報酬 関連するサービスの種類

フィデリティ・ＵＳハイ・イールド・ファンド 14,250,587 投資信託の運用

フィデリティ・ＵＳ リート・ファンドＢ（為替ヘッジなし） 10,113,039 投資信託の運用

フィデリティ・日本成長株・ファンド 5,043,572 投資信託の運用

 
第29期（自平成26年４月１日 至平成27年3月31日）

1.　サービスごとの情報

(単位：千円)

 投資信託の運用 投資顧問業 合計

外部顧客への売上高 48,583,974 1,635,296 50,219,270

 
2.　地域ごとの情報

(1)　売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 
3.　主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

投資信託の名称 委託者報酬 関連するサービスの種類

フィデリティ・ＵＳハイ・イールド・ファンド 18,618,483 投資信託の運用

フィデリティ・ＵＳ リート・ファンドＢ（為替ヘッジなし） 10,648,267 投資信託の運用

フィデリティ・日本成長株・ファンド 4,954,596 投資信託の運用
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関連当事者情報

第28期（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

関連当事者との取引

(1）財務諸表提出会社の親会社

種類 会社等の名称
会社等の

所在地

資本金

 
事業の

内容

議決権等

の所有

（被所

有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（注2）
科目

期末残高

（注2）

   千米ドル     千円  千円

親会社 FIL Limited

英領バ

ミュー

ダ、ペン

ブローク

市

2,957
投資

顧問業

被所有

間接

100 ％

投資顧問契

約の再委任

等役員の兼

任

委託調査

等報酬

（注3）

330,888 未払金 284,209

       
共通発生

経費負担額

（注4）

7,796,055 未払金 640,170

       
関係会社引当

金の支払い

（注6）

1,255,160
関係会社

引当金
－

           
   千円     千円  千円

親会社

フ ィ デ リ

ティ・ジャパ

ン ・ ホ ー ル

ディングス株

式会社

東京都

港区
4,510,000

グループ

会社経営

管理

被所有

直接

100 ％

当社事業

活動の管

理等役員

の兼任

金銭の貸付

（注1）
1,660,000

長期

貸付金
14,210,000

  
   

  
利息の受取

（注1）
77,218 未収入金 28,328

  
   

  
共通発生

経費負担額

（注4）

39,188 未払金 5,674

  
   

  
連結法人税の

個別帰属額
－ 未払金 503,197

   千米ドル     千円  千円

親会社

FIL Asia

Holdings

Limited

シンガ

ポ ー

ル、ブ

ルバー

ド市

215,735

グループ

会社経営

管理

被所有

間接

100％

営業取引

共通発生

経費負担額

（注4）

2,052,191 未払金 1,055,592

 (2）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社

属性 会社等の名称 所在地 資本金 事業の内容

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（注2）
科目

期末残高

（注2）

   千円     千円  千円

同一の親

会社をも

つ会社

フィデリティ

証券株式会社

東京都

港区
5,957,500 証券業 なし

当 社 設 定

投 資 信 託

の 募 集 ・

販売

共通発生

経費負担額

（注4）

874,735 未収入金 8,509

       

投資信託販

売に係る代

行手数料

（注5）

728,080 未払金 50,610

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1)資金の貸付については、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しております。

(注2)取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

(注3)当社の主要な事業領域である投信・投資顧問業から包括的に発生する収益であります。

(注4)共通発生経費については、直課可能なものは実際発生額に基づき、直課不可能なものは各社の規模に応じた一定の

比率により負担しております。

(注5)代行手数料については、一般取引条件を基に、両社協議の上合理的に決定しております。

(注6)親会社との契約が終了したため、親会社により負担されていた額を支払っております。
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第29期（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

関連当事者との取引

(1）財務諸表提出会社の親会社

種類 会社等の名称
会社等の

所在地

資本金

 
事業の

内容

議決権等

の所有

（被所

有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（注2）
科目

期末残高

（注2）

   千米ドル     千円  千円

親会社 FIL Limited

英領バ

ミュー

ダ、ペン

ブローク

市

3,231
投資

顧問業

被所有

間接

100 ％

投資顧問契

約の再委任

等役員の兼

任

委託調査

等報酬

（注3）

500,809 未払金 159,073

       
共通発生

経費負担額

（注4）

8,844,812 未払金 675,995

           
   千円     千円  千円

親会社

フ ィ デ リ

ティ・ジャパ

ン ・ ホ ー ル

ディングス株

式会社

東京都

港区
4,510,000

グループ

会社経営

管理

被所有

直接

100 ％

当社事業

活動の管

理等役員

の兼任

金銭の貸付

（注1）
2,390,000

長期

貸付金
16,600,000

  
   

  
利息の受取

（注1）
67,194 未収入金 23,988

  
   

  
共通発生

経費負担額

（注4）

45,299 未払金 10,003

  
   

  
連結法人税の

個別帰属額
－ 未払金 749,276

   千米ドル     千円  千円

親会社

FIL Asia

Holdings Pte.

Limited

シンガ

ポ ー

ル、ブ

ルバー

ド市

215,735

グループ

会社経営

管理

被所有

間接

100％

営業取引

共通発生

経費負担額

（注4）

2,749,693 未払金 364,279

 

EDINET提出書類

フィデリティ投信株式会社(E12481)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

57/61



 (2）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社

属性 会社等の名称 所在地 資本金 事業の内容

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（注2）
科目

期末残高

（注2）

   千円     千円  千円

同一の親

会社をも

つ会社

フィデリティ

証券株式会社

東京都

港区
6,707,500 証券業 なし

当社設定

投資信託

の募集・

販売

共通発生

経費負担額

（注4）

838,469 未収入金 37,739

       

投資信託販

売に係る代

行手数料

（注5）

851,761 未払金 171,463

   千米ドル     千円  千円

同一の親

会社をも

つ会社

FIL

Investment

Management

（Hong Kong）

Limited

香港、ア

ドミラル

ティ市

22,897
証券投資

顧問業
なし

当社事業

活動への

サービス

の提供

共通発生

経費負担額

（注4）

1,246,085 未払金 291,483

   千米ドル     千円  千円

同一の親

会社をも

つ会社

FIL

（Luxembourg）

S.A.

ルクセン

ブルグ、

ルクセン

ブルグ市

1,622
証券投資

顧問業
なし

商標使用

契約

ロイヤリティ

の支払
2,173,297 未払金 287,819

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1)資金の貸付については、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しております。

(注2)取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

(注3)当社の主要な事業領域である投信・投資顧問業から包括的に発生する収益であります。

(注4)共通発生経費については、直課可能なものは実際発生額に基づき、直課不可能なものは各社の規模に応じた一定の

比率により負担しております。

(注5)代行手数料については、一般取引条件を基に、両社協議の上合理的に決定しております。

 
(1株当たり情報)

 
第28期

(自　平成25年4月 1日

　至　平成26年3月31日)

第29期

(自　平成26年4月 1日

　至　平成27年3月31日)

１株当たり純資産額 529,798円13銭 645,600円42銭

１株当たり当期純利益 119,469円40銭 115,902円61銭

(注1)1. なお潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2. 1株当たり当期純損失金額又は1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目

第28期

(自　平成25年4月 1日

　至　平成26年3月31日)

第29期

(自　平成26年4月 1日

　至　平成27年3月31日)

当期純利益(千円) 2,389,388 2,318,052

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) 2,389,388 2,318,052

期中平均株式数 20,000株 20,000株

 
 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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第２【その他の関係法人の概況】
 

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

※　原届出書「第三部　委託会社等の情報　第２　その他の関係法人の概況　１　名称、資本金の額及

び事業の内容」につきましては、以下の記載内容に更新・訂正いたします。

 

＜更新・訂正後＞

 

ファンドの運営に

おける役割
名称

資本金の額

（2014年３月末日現在）
事業の内容

受託会社
三菱ＵＦＪ信託銀行株

式会社
324,279百万円

銀行法に基づき銀行業

を営むとともに、金融

機関の信託業務の兼営

等に関する法律（兼営

法）に基づき信託業務

を営んでいます。

＜参考情報＞

再信託受託会社
日本マスタートラスト

信託銀行株式会社
10,000百万円

販売会社
フィデリティ証券株式

会社

6,332百万円

（2014年４月末日現在）

金融商品取引法に定め

る第一種金融商品取引

業を営んでいます。

 

日本生命保険相互会社
1,250,000百万円

＊

＊相互会社であるため、

「基金」の額です。

保険業法に基づき生命

保険業を営んでいま

す。

運用の委託先

FILインベストメンツ・

インターナショナル

225,365英ポンド

（約42百万円
＊
）

＊１英ポンド187.03円で

換算

（2014年12月末日現在）

主として英国および

ヨーロッパにおいて投

資信託の販売および投

資信託会社に対する投

資運用業務を営んでい

ます。
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独立監査人の中間監査報告書

 

 

  平成27年６月10日

フィデリティ投信株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 あらた監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鶴田　光夫

 
 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」

に掲げられているフィデリティ・ターゲット・デート・ファンド（アクティブ）2050の平成26年10月16日から平成27

年４月15日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間

注記表について中間監査を行った。

 
中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査

を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画

を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作

成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、フィデリティ・ターゲット・デート・ファンド（アクティブ）2050の平成27年４月15日現在の信託財産の状

態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成26年10月16日から平成27年４月15日まで）の損益の状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。

 
利害関係

　フィデリティ投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

 
以　上

 

(注)１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

 

  平成27年６月19日

フィデリティ投信株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 あらた監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 梅木　典子

 
 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられているフィデリティ投信株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第29期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について

監査を行った。

 
財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策

定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フィ

デリティ投信株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 

(注)１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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